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代表者職・氏名 会長　8　正義
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うち経営指導員数 5

所管地域 熊取町

管内事業所数 1,154（令和3年度経営センサス活動調査による）

うち小規模事業者数 811（令和3年経営センサス活動調査による）

会員数 670（令和6年12月31日）

組織率 58.1%

担当者職・氏名 事務局長　東　英彦

連絡先電話番号 072-453-8181

連絡先メールアドレス kumatori@silver.ocn.ne.jp

令和７年度（2025年度）

事業計画書

所在地

□主な事業概要（定款記載事項等）

(1)商工業に関し、相談に応じ、又は指導を行うこと。
(2)商工業に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。
(3)商工業に関する調査研究を行うこと。
(4)商工業に関する講習会又は講演会を開催すること。
(5)展示会、共進会を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行うこと。
(6)商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。
(7)商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。
(8)行政庁等諮問に応じて、答申すること。
(9)社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
(10)商工業者の委託を受けて当該商工業者が行うべき事務（その従業員のための事務を含む。）を処理するこ
と。
(11)商工業者の福利厚生に資する事業を行うこと。
(12)行政庁から委託を受けて事業を行うこと。
(13)外国人研修生の受入れに関する事業を行うこと。
(14)前各号に掲げるもののほか、本商工会の目的を達成するために必要な事務を行うこと。

mailto:kumatori@silver.ocn.ne.jp


２．事業概要 熊取町商工会

（１）所管地域の産業経済の現状と課題　

本町の産業分野は、綿スフ織物とタオル生産が中心で、泉州地域では、古くからの歴史をもつ我が国有数の産
業として発展したが近年、外国製品の輸入が増加するなど厳しい環境にある。こうした環境変化に対応し、伝
統ある地場産業を一層繁栄させるため、高付加価値製品の開発等に力を注いでいる。
　令和3年度経済センサスによると管内事業所数1154社、業種別内訳では、建設業123社（10.6％）・製造
業100社（8％）・卸売業・小売業225社（19.4％）・不動産業111社（9％）・宿泊飲食サービス業121社
（10.4％）・医療福祉164社（14.2％）となっている。熊取町の経済循環率は59.3％と泉佐野市(72.2%)、
貝塚市(82.5％)と比較した場合かなり低い数字となっている。隣接する市と比べて低い値となっている要因と
して、町外に点在している大型ショッピングモールへの流出やネットショッピングなどに消費が流れているこ
とが挙げられる。本町内の商業においては、商店街はなく町内に商店が点在し、経営者の高齢化や人口減少に
伴う担い手の不足・長引く景気の低迷による消費市場の縮小など、産業を取り巻く環境は厳しい状況である。
特に後継者育成や事業承継が課題であり、廃業を減少させる課題解決の取組は必要である。この様な状況の
中、熊取町独自の産業活性化基金補助金創設をきっかけに創業支援相談が増加傾向にある。当地域の創業比率
を見ると本町で5.66％、近隣地域の貝塚市4.67％、泉佐野市6.33％、全国5.04％となっている。全国平均と
比べても高い傾向にあるが、地域を担う産業育成の後押しが必要である。喫緊の課題としては、近年頻繁に発
生する自然災害への対処や感染症・サイバーセキュリティへの対策が挙げられる。災害を具体的に想定するこ
とで、自社の弱点、不足点を認識し、さらに見直すべき問題点を把握することにより、緊急事態発生時におい
ても、事業継続の可能性を最大限見出すことができるようにBCP策定が必要不可欠である。また、「少子高齢
化に伴う生産年齢人口の減少」「育児や介護との両立など、働く方のニーズの多様化」に直面しており、投資
やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作るこ
とが重要な課題となっている。

（２）所管地域の活性化の方向性（事業の目標）

（３）事業を実施した効果

○実績時記入

（４）事業を実施した結果浮かび上がった課題・次年度への取り組み

○実績時記入

経営相談支援事業については、各々の事業者が抱える経営課題の把握とその解決に向けた適時・適切な指導・
支援・フォローアップ（経過観察）を行い、各種団体、支援機関等と連携を図り、きめ細やかな相談支援を行
うと共に様々な情報を提供し、各々の事業の推進に努めていく。
　地域活性化事業については、町内需要だけでなく、広域にも対応出来る支援に力を入れ、既存顧客維持、新
規顧客の開拓等の販促イベント、地域資源を活用した新しい商品の開発を促し、販路開拓を支援することで、
地域ブランドの確立・向上に繋げ産業活性化を図る。併せて、新たな地域産業の掘り起こしとして、創業セミ
ナーの開催や小規模事業者における働き方改革の支援を実施し、課題解決と地域の活性化に繋げていく。
　また、管内事業所の多くが、自然災害や感染症・サイバーセキュリティに関するリスクや対応の必要性を認
識していないのが現状である。これらの災害を具体的に想定して自社の弱点、不足点を認識するとともに、見
直すべき問題点を把握し改善を図ることで、緊急事態発生時においても、事業継続の可能性を最大限見出すこ
とができるBCP策定を支援していく。
　それ以外でも『地域の特徴や商店のまとまりの乏しさ』など地域資源の活用課題や組織的な問題などの声も
あり、今後も引き続き地域活性化に係る事業を推進すると共に、泉南・阪南・岬・熊取町商工会等が広域連携
で事業を推進し、安定的な地域産業の活性化に取り組んでいく。



３．経営相談支援事業・専門相談支援事業

社

当初計画 変更計画 実績 達成率

1 200 0.0%

2 1 0.0%

3 2 0.0%

4 20 0.0%

5 1 0.0%

6 10 0.0%

7 50 0.0%

8 50 0.0%

9 1 0.0%

10 1 0.0%

11 60 0.0%

12 5 0.0%

13 5 0.0%

14 10 0.0%

15 40 0.0%

16 5 0.0%

17 5 0.0%

18 5 0.0%

19 1 0.0%

20 13 0.0%

21 0 -

22 19 0.0%

23 200 0.0%結果報告

令和７年度の計画は、支援企業数の目標を200事業所と設定した。そして指導員が巡回等で、情
報提供や経営課題の把握から、ニーズに沿った提案・問題提起を行うとともに、関係機関との連
携を密にして、経営相談支援をより強化する。各々の事業者が経営課題の解決ができるよう、幅
広く相談を受けて寄添った伴走型の支援をする。
一昨年10月より開始されたインボイス制度導入に伴う記帳支援は継続して実施する。また円安や
物価高騰等の小規模事業者の新たな課題を捉え、行政や各関係機関との連携を図り、事業所の安
定した発展の為の支援を継続する。

IT化支援

債権保全計画作成支援

事業承継支援

災害時対応支援

フォローアップ支援

創業支援

事業継続計画（BCP）作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５S支援

労務支援

人材育成計画作成支援

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

熊取町商工会

支援数

事業所

事業所

支援数

支援数

事業所

支援数

Ⅰ　経営相談支援事業

支援メニュー 単位

事業所

事業所

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

前年度支援企業数

事業所

事業所

支援数

事業所

事業所

事業所

○実績時記入

資金繰り計画作成支援

記帳支援

支援のポイント・成果

事業所

200

支援数

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

件数設定の根拠（今年度の特徴等）

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援



Ⅱ　専門相談支援事業

当初計画 変更計画 実績 達成率

24 -

25 20 0.0%

26 12 0.0%

27 -

28 -その他相談

事業名

法務相談

税務相談

金融相談

○実績時記入

支援のポイント・成果

日数

日数

労務相談

日数

日数

単位

日数



5－1．地域活性化事業　事業調書（計画）

8 年目

○ ○ ○

社

社

(a)府施策連携 商-19
(c)熊取町と商工会が連携を図り事業の実施に向け会議を実施し、町・商工会の広報等にてＰＲを行う
(d)創業や販路開拓・マーケティング等相談する方々の支援を行う

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

新聞折込、ＤＭ、Ｗｅｂ媒体等を活用し、熊取町広報誌にて参加者を募集

15

主な支援対象企業
の変化

代表指標 創業に繋がった事業者数 数値目標 2

その他目標値
目標値の内容⇒

起業家の育成、創業の促進 創業・経営革新事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-19

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

令和６年度　開催日　
第1回  令和6年7月6日　テーマ『経営』　参加者15名
第2回  令和6年7月13日　テーマ『販路開拓』　参加者13名 
第3回  令和6年7月20日　テーマ『財務』　参加者16名
第4回  令和6年7月27日　テーマ『人材育成』　参加者16名

創業に向けて意欲的に受講される方が増加傾向にある。その一つには、熊取町からの創業補助金の活用
を視野にいれた受講者が考えられる。今後は、理解できていない部分があった場合は、経営指導員によ
る相談窓口の利用につながるようにしていきたい。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

★創業セミナー【人材交流型】
【時　期】6月～7月予定　テーマ毎に分けて４回実施予定
 　第１回 経営　第２回 販路開拓　第３回 財務　第４回 人材育成
　　(テーマの順番は、講師の都合により入替ることがある。)

【講　師】大阪府よろず支援拠点　コーディネーター(予定)
【場　所】熊取交流センター又は商工会館
【参加費】無料

※創業の心得・開業に伴う手続き・税務関係・公的融資制度の紹介・創業計画書作成のポイント等の内
   容で実施
※参加者同士での意見交換などをするためのグループワークを含めた形で実施

事
業
の
概
要

事業概要 創業を希望される方に必要な知識を与え、起業に向けた心構えを身につけてもらう。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ
（内容・把握方法等）

地域を担う新たな起業家の出現が地域活性化に繋がると考える。創業にあたり、必要な手続きに関する
基礎的な知識が不足している方も見受けられる。ついては、スムーズな創業を可能にするため、必要と
される手続きや知識・起業に向けた心構えを身につけていただき具体的なビジネスプランの作成を支援
し、事業化を実現させることで、管内の産業活性化を図る。また、創業後５年程度の方や不安のある方
にも参加頂き、自社の経営を見直す機会としてもらう。これまで実施してきた創業セミナ－では、直近
５年間の推移を見ると令和2年度は15名、令和3年度は11名、令和4年度は13名、令和5年度は１0名、
令和6年度は１３名が受講した。創業関連での窓口相談や電話等もあり、ニーズがある。

支援する対象
（業種・事業所数等）

熊取町内外で創業を希望される方・創業後５年以内の方

想定する実施期間 平成30 年度～ 年度まで

熊取町商工会

事業名 創業セミナー 事業番号 1 新規/継続 継続

※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること



5－1．地域活性化事業　事業調書（計画） 熊取町商工会

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

848,400

役割（配分の考え方）

熊取町商工会 848,400 15

848,400 1.00

（①市町村等＋②受益者負担）

848,400 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

40,400 15 1.40 848,400

合計 15 848,400



5－２．地域活性化事業　事業調書（計画）

1 年目

○ ○ ○

社

％

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円303,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

20,200 15 1.00 303,000

合計 15 303,000

(a)府施策連携 労-2
(c)町と商工会が連携を図り、チラシ・広報誌・HPにて周知する
(d)セミナー終了後についても、個別相談を行うことにより相乗効果を図る

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

町広報、ＤＭ、Ｗｅｂ媒体等を活用し、参加事業所を募集。多くの方に参加して頂け
るよう巡回訪問や来会者などにもＰＲする。

15

主な支援対象企業
の変化

代表指標 労務管理についての理解と見直しに役立った事業者の割合 数値目標 70

その他目標値
目標値の内容⇒

雇用・労働啓発セミナー事業 人材育成・労務事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

労-2

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

★雇用・労働啓発セミナー【人材育成型】　
【時　期】9月頃予定　実施予定
【場　所】熊取交流センター又は商工会館
【内　容】働き方改革の全体像
                  働き方改革で変わる雇用管理、労務管理改善手法の具体的な事例、労務関係助成金の
　　　　   紹介や大阪府が指定する広報物を配布する
【講　師】大阪府よろず支援拠点　コーディネーター（予定）

※Webセミナー形式での開催変更もある。

事
業
の
概
要

事業概要
労働契約法・労働基準法で定められていることなど、労働者の皆様が安心して働くために知っておくべ
き重要なルールや、労働者・使用者それぞれの権利・義務などをわかりやすく説明する。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ
（内容・把握方法等）

労務管理の重要性を認識することは、管理職やリーダーにとって不可欠である。労務管理が職場の雰囲
気や従業員の健康、生産性に与える影響について理解することで、労務管理の重要性が明確になり、取
り組みの意識が向上する。セミナーを通じて労務管理が単なる法的義務ではなく、職場全体の活力と働
きやすさを左右する重要な要素であることを理解することで、管理者の責任意識が高まることを目的と
する。また、離職や人材不足における新規労働者の確保が難しいといった経営相談や労働保険手続き業
務など、働き方改革についての質問や相談件数が増えており、ニーズが高い。

支援する対象
（業種・事業所数等）

経営者及び人事労務担当者

想定する実施期間 令和７ 年度～ 年度まで

熊取町商工会

事業名 雇用・労働啓発セミナー 事業番号 2 新規/継続 新規

※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること



5－２．地域活性化事業　事業調書（計画） 熊取町商工会

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

別紙：積算根拠となる支援対象企業数と支援対象企業の変化について

社

社

支援対象企業の
変化

※別添で補足する内容があれば添付してください。

支援対象企業の
変化

指標 数値目標

その他目標値
目標値の内容⇒

数値目標

【備考】

事
業
の
目
標
①

その他目標値

支援対象企業数の合計

設定根拠及び
募集方法⇒

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

指標

事
業
の
目
標
②

支援対象企業数の合計

設定根拠及び
募集方法⇒

目標値の内容⇒

役割（配分の考え方）

熊取町商工会 303,000 15

303,000 1.00

（①市町村等＋②受益者負担）

303,000 円）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率



5－3．地域活性化事業　事業調書（計画）

13 年目

○ ○ ○

社

％

人

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

熊取２９社、泉南３社、阪南３社、岬２社、忠岡３社の４０社の商工業者が出店予
定。募集は、ＤＭ・機関誌・町広報・ホームページ等にて募る。

40

主な支援対象企業
の変化

代表指標
自店・商品等のアピール・認知度の向上が図れ売上増加に
繋がった事業所の割合

数値目標 70

その他目標値
目標値の内容⇒

出店企業４０社×１００人の来店者
4,000

(d)相談事業相乗効果

番号選択 販路開拓

(b)広域連携
泉南市・阪南市・岬町・忠岡町・熊取町商工会で連携を図り出店者を募る。また連携商工会を通じて各市町への広報
協力を依頼し町内外からの来場者を見込む。
(c)市町村連携
熊取町と連携を図り、町広報（１０月号）掲載、町広報（１１月号）折込、町関係施設へのチラシ配架等を行う。
(d)相談事業相乗効果
参加事業所による商品PR・即売・商談等の機会を提供、新規顧客の獲得や企業PRに役立て、より有効的な展示手法
や展示の内容等を提案し、事業所からの相談等に対応する。

これまでの取組状況
※継続事業の場合のみ記入

※実施内容・実績数値や改善点
を含めること

令和６年度くまとり産業フェアは１２月１日（日）に町農業祭と同時開催。今年度はリニューアルした
かむかむプラザ及びキテーネホール周辺に開催場所を変更。来場者は延べ約７，０００人となり、参加
企業数４０店舗が自店の商品PRや即売など消費者へ積極的にアピールできた。また、企業間交流など販
路開拓の事業機会を提供することで事業所のアピールにも効果的であった。大阪府技能士会連合会と連
携による２技能士会のものづくり体験のほか、はしご車搭乗体験、自衛隊車両展示等の体験コーナーの
充実を図り、ものづくり体験では若者へのものづくりへの関心を深め、技術のアピールにも繋がった。
今年度は初めての場所で開催したことにより、例年とは違う雰囲気で好評な意見があった一方、かむか
むプラザとキテーネホールの間に道路があるため、搬入や搬出、ステージイベント等による混雑時に安
全上の課題が残った。その反面、例年の課題である駐車場不足は、前年度の開催場所である熊取町立中
央小学校のグラウンド全面を活用することで、スムーズな来場者の受け入れが可能になり、開催場所周
辺の混雑緩和に繋がった。

具体的な実施内容・手法
（いつ・どこで・何を・

どのようにするのかを明確に)

くまとり産業フェア＆農業祭【販路開拓】
開催時期　１２月７日（日）開催予定
開催場所　熊取町立中央小学校もしくはかむかむプラザ及びキテーネホール周辺
出店企業　４０社
熊取町と連携を図り、産業フェアと農業祭の共同開催を行い、農・商・工の産業が集結し、企業間交
流・情報の受発信や消費者との交流を図り、自社を積極的にアピールする場としてイベント等を実施す
る。

スケジュール
６月～１１月　会議
８月下旬　　　出店募集開始
１１月　　　　町広報折込

事
業
の
概
要

事業概要
町内商工業の振興・活性化を図るため、事業所の製品や商品のPR、即売の場を提供し、また広域にて各
市町の特産品等の展示即売を実施するなど総合的な経営改善に資することを目的とする。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

企業ニーズ
（内容・把握方法等）

熊取町は近隣の市町に比べ町内購買流出が極めて高く、町内商工業の厳しい環境の中で活性化を図るた
めには、企業等による販売促進活動の支援、新たなビジネスチャンスの創出が必要である。本産業フェ
アを実施することにより、地元商工業の優れた製品・商品等を消費者にアピールすべく、展示・即売・
商談・販路開拓等の事業機会を提供し、事業所と消費者との交流を深め、消費者ニーズの把握や企業間
の情報交換・交流等を行う。また、本産業フェアを実施するに当たり熊取町と連携を図り、町農業祭と
共同開催をする。共同開催することにより農業及び商工業の異業種間交流を深めることができ、事業所
の意識の高揚を図り、新たな産業交流が生まれ地元産業の認知度向上、販路拡大等の機会の提供によ
り、地域産業の振興、活性化を促すことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

泉南市・阪南市・岬町・忠岡町・熊取町商工会内の事業所

想定する実施期間 平成25 年度～ 年度まで

熊取町商工会

事業名 くまとり産業フェア事業 事業番号 3 新規/継続 継続

※複数年段階的実施事業は
別紙にて計画を提出すること



5－3．地域活性化事業　事業調書（計画） 熊取町商工会

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

阪南市商工会 192,000 3

岬町商工会 128,000 2

192,000 3

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代表団

体に○）

商工会・会議所名 配分額 支援企業数

泉南市商工会

役割（配分の考え方）

熊取町商工会 2,326,000 29

忠岡町商工会

192,000 3

負担金の積算

標準事業費 補助率

合計

4,040,000 0.75 3,030,000 円）

（①市町村等＋②受益者負担）

4,040,000

4,000 0.01 2,020,000

4,040 4,040,000

50,500 40 1.00 2,020,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒の

行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500


